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答申第５１号

県営住宅の収入申告書に関する文書の非開示決定（不存在）に係る異議申立てに対

する決定

栃木県情報公開審査会

第１ 審査会の結論

栃木県知事（以下「実施機関」という ）が 「平成２１年度分収入申告書が条例。 、

の用紙と相違がある。その経緯がわかる文書 （以下「本件公文書」という ）につ」 。

いて、非開示決定をしたことは妥当である。

第２ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立人は、実施機関に対し、平成２１年６月１９日付けで、本件公文書の開示

請求を行った。

実施機関は、本件公文書を保有していないことから、当該請求に対して、平成２１

年６月２４日付けで、栃木県情報公開条例（平成１１年栃木県条例第３２号。以下

「条例」という ）第１１条第２項の規定に基づき非開示決定を行った。。

本件異議申立ての趣旨は、この非開示決定について、その処分を取消し、明確な相

違であるとの決定を求めるものである。

２ 異議申立ての理由等

異議申立人の異議申立書及び反論書（審査会としては、実施機関の開示決定等理由

説明書に対する意見書の提出を求めたところ、異議申立人からは反論書として提出さ

れたものである ）で主張している異議申立ての理由を要約すると、おおむね次のと。

おりである。

(1) 栃木県住宅供給公社（以下「公社」という ）栃木支所から配布された平成２１。

年度分収入申告書（以下「本件申告書」という ）には、栃木県県営住宅条例施行。

規則（平成９年栃木県規則第２１号）で定める別記様式第４号（以下「規則様式」

という ）に記載されていない次のような文言が書かれているなどの相違点が見ら。

れる。そのような相違点の原因を究明して改善すべきである。

ア 本件申告書には「平成２１年度分」と記載しているが、規則様式には記載がな

い。

イ 本件申告書には、栃木県知事の後に「福田富一」と記載しているが、規則様式

には記載がない。

ウ 本件申告書には「連絡先電話番号」と記載しているが、規則様式には記載がな

い。

エ 本件申告書の前文の中には「平成２０年」と記載しているが、規則様式には記
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載がない。

オ 本件申告書には、氏名の上に「フリガナ」と記載しているが、規則様式には記

載がない。

(2) 本件申告書は、規則様式との相違があり、行政庁が行うと公文書改ざんの疑いが

ある。

(3) 開示決定等理由説明書において、実施機関は、非開示決定をしたことは妥当であ

ると記載しているが、妥当と判断したものを諮問するという行為は不明確である。

実施機関で妥当と判断したのであれば、諮問せずに決定書を作成すべきである。

(4) 実施機関と公社との間での物件の取引形態について明確にすべきである旨異議申

立てをしている。しかしながら、この件について諮問していない。

(5) 審査庁は、本件異議申立て事案を条例により対応しているが、本来、行政不服審

査法にて対処すべきである。また、処分庁は、異議申立人に対して、文書を受理し

た日等について通知すべきである。さらに、処分庁は、異議申立書に対する答弁書

を作成し、異議申立人に送達。異議申立人は、答弁書を確認し、答弁書に反論があ

る場合は、反論書にて処分庁に答弁を求めることになる。

第３ 実施機関の主張要旨

実施機関の開示決定等理由説明書及び職員からの意見聴取における主張を要約する

と、おおむね次のとおりである。

(1) 異議申立人が指摘している記載とは、入居者の便宜を図り、また、実務上必要な

年度、日付等を追記したものであり、本件公文書は存在せず、本件公文書は保有し

ていないとして非開示決定をしたことは妥当である。

(2) 県では、足利地区を除く県内県営住宅の管理、運営業務については、公社に管理

委託しており、本件申告書は、管理委託の一環として、公社が印刷発注し、発注関

係文書は公社が保管している。また、本件申告書を印刷するという協議は、口頭で

行っている。

(3) 公社で様式が変更できるような委託ではないため、当初、このように付け加えた

時点で、県と公社では何らかの形で事務処理を行ったものと思う。しかし、様式に

このような記載が付け加えられたのは５年以上前のことであり、その内容が分かる

文書は存在しないことを確認している。当該文書が既に廃棄されているのか、始め

から作成されていないのかは、現時点では分からない。

第４ 審査会の判断

１ 判断に当たっての基本的な考え方

条例は、地方自治の本旨にのっとり、県民に公文書の開示を請求する権利を保障す

ることにより、県が県政に関し県民に説明する責務を全うするようにするとともに、

県民の県政への参加を推進し、もって一層公正で開かれた県政の実現に寄与すること

を目的に制定されたものであり、原則公開の基本理念の下に解釈し、運用されなけれ
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ばならない。

当審査会は、この基本的な考え方に立って本件諮問事案を調査審議し、県民の公文

書の開示を求める権利が侵害されることのないよう条例を解釈し、以下のとおり判断

するものである。

２ 具体的な判断

(1) 対象公文書について

本件開示請求は、公社から異議申立人に対して配布された本件申告書と規則様式

との間での相違点が生じた経緯が分かる文書を求めるというものである。

実施機関の説明によると、本件申告書は、管理委託の一環として、公社が、入居

者の便宜を図るため、また、実務上必要な記載事項を規則様式に追記したものを印

刷発注して、作成しているものであり、発注関係文書は公社で保管されている。

実施機関が本件公文書を保有していると言うには、当該記載事項に関して、実施

機関と公社が協議した内容を記録した文書が作成され、あるいは、公社から文書で

、 、 、 、 。報告を受け 当該文書を 実施機関が 現に保管 保存していることが必要である

この件に関して、実施機関は、例年、このような収入申告書を印刷するという協

議は口頭で行っていると説明している。また、規則様式に実務上必要な記載事項が

付け加えられた当初には、何らかの事務処理は行ったと思うとしながらも、その内

容が分かる文書は存在しないことを確認しており、既に廃棄されているのか、ある

いは、始めから作成されていないのかは、現時点では分からないと説明している。

規則様式を見分すると、確かに知事名及び年号を補充することを想定して作成さ

れた様式であり、実務上の必要性から、所定様式に必要事項を書き加えることは、

通常の業務では十分あり得ることである。そのため、公社が本件申告書を印刷、発

注する際に、実施機関と文書による協議等を行う必要があるとまでは言えず、実施

機関は、本件公文書を始めから作成していないことも、十分考えられるところであ

る。

また、仮に、当初に県と公社との協議等がなされた文書が作成されたとしても、

保存期間を過ぎたため、既に廃棄されたという可能性も否定できないものである。

このようなことから、本件公文書は作成していない、あるいは、既に廃棄したと

して存在しないという実施機関の説明には、特段不自然、不合理な点があるとは認

められない。

したがって、本件請求に対して、非開示決定をしたことは、妥当である。

(2) その他の異議申立人の主張について

異議申立人は 「第２ 異議申立人の主張要旨」２(2)から(5)についても主張し、

ているが、これらは、本件異議申立てとは直接関係がないため、審査の対象とはな

らないものである。

３ 結論

以上のことから、当審査会は冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。
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４ 審査会の処理経過

審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 内 容

平成21年 7月23日 ・諮問書の受理

平成21年 8月 5日 ・開示決定等理由説明書の受理

平成21年 8月21日 ・審議（経過等説明）

（第215回審査会）

平成21年 9月18日 ・実施機関の職員からの意見聴取

（第216回審査会） ・審議

平成21年10月16日 ・審議

（第217回審査会）

平成21年11月30日 ・審議

（第218回審査会）

平成21年12月18日 ・審議

（第219回審査会）
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